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毎週　火曜・金曜日発行 ○印は長崎県例規集に登載するもの

◎　規　則 所管課（室）名　

　○知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則 県 民 セ ン タ ー

◎　告　示

　・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行規則 情 報 政 策 課

　　に基づく個人番号利用事務に関する手続

　○長崎県企画振興部関係補助金等交付要綱の一部改正 政 策 企 画 課

　○長崎県県民生活部関係補助金等交付要綱の一部改正 県 民 協 働 課

　・長崎県海洋生物資源の保存及び管理に関する計画の変更 資 源 管 理 課

　・都市計画の変更（８件） 都 市 計 画 課

　・道路の区域の変更（４件） 道 路 維 持 課

　・道路の供用の開始 〃

　・道路の区域の変更 〃

　・公有水面埋立ての竣功認可 港 湾 課

　○知事の専決処分に属する軽易な事項の指定の一部改正 議 会 事 務 局

◎　公　告

　・特定非営利活動法人の設立の認証申請（２件） 県 民 協 働 課

　・特定非営利活動法人の定款の変更の認証申請 〃

　・大規模小売店舗の新設の届出 商 務 金 融 課

　・大規模小売店舗立地法に基づく市町村の意見 〃

　・測量の実施 建 設 企 画 課

　・測量の終了 〃

　・都市計画の図書の縦覧（２件） 都 市 計 画 課

　・都市計画事業の事業計画の変更認可 〃

◎　議会告示

　・長崎県選挙管理委員及び補充員の当選人 議 会 事 務 局

◎　教育委員会規則

　○長崎県立学校管理規則の一部を改正する規則 特別支援教育室

◎　公安委員会告示

　・運転免許取得者教育の認定機関の変更の届出 運転免許管理課

　・指定講習機関の変更の届出 〃

◎　長崎県北部海区漁業調整委員会指示

　・イカナゴ（カナギ）まき餌釣漁業の制限 長崎県北部海区漁業調整委員会

　　　　目　　　　　次
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◎　長崎県病院企業団規則

　・長崎県病院企業団個人情報保護条例施行規則の一部を改正する規則 長崎県病院企業団

　知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

長崎県規則第44号

　　　知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則

　知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成14年長崎県規則第25号）の一部を次のように改正する。

　第３条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報開示請求書）

第 ３条の２　条例第25条の３で準用する条例第13条第１項第３号に規定する実施機関が定める事項は、次に掲げ

る事項とする。

　 　法定代理人又は本人の委任による代理人（以下「法定代理人等」という。）が法人の場合にあっては、法

人の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名

　　保有特定個人情報開示請求をしようとする者の連絡先

　 　条例第25条の３で準用する条例第23条第１項に規定する開示の方法のうち、保有特定個人情報開示請求を

しようとする者が求める開示の方法

　　法定代理人等が保有特定個人情報開示請求をしようとする場合にあっては、代理の種類及び本人の状況

２ 　条例第25条の３で準用する条例第13条第１項に規定する請求書は、保有特定個人情報開示請求書（様式第２

号の２）によるものとする。

　第４条の見出しを「（本人等の確認等に必要な書類）」に改め、同条中「条例第23条第３項」の次に「、第25条

の３」を加え、「第27条第３項」の次に「、第33条の３」を加え、「及び第35条第２項」を「、第35条第２項及び

第40条の３」に、「法定代理人」を「法定代理人等」に改め、同条第１号及び第２号中「開示請求」の次に「又

は保有特定個人情報開示請求」を加え、「とき」を「場合」に改め、同号イ中「知事が認めるもの」の次に「（開

示請求又は保有特定個人情報開示請求をする日前30日以内に作成されたものに限る。）」を加え、同条に次の１号

を加える。

　 　本人の委任による代理人（以下「任意代理人」という。）が保有特定個人情報開示請求をする場合　次に

掲げる書類

　　ア　当該任意代理人に係る第１号に掲げる書類

　　イ 　本人の押印がある委任状及びその押印した印鑑に係る印鑑登録証明書（市区町村長（特別区の区長を含

む。）が証明したものに限り、かつ、保有特定個人情報開示請求をする日前30日以内に作成されたものに

限る。）

　第５条の見出しを「（郵送による開示請求書等の提出）」に改め、同条中「条例第13条第１項」の次に「又は第

25条の２第１項」を、「開示請求」の次に「又は保有特定個人情報開示請求」を、「保有個人情報開示請求書」の

次に「又は保有特定個人情報開示請求書」を加え、同条第１号及び第２号中「開示請求」の次に「又は保有特定

個人情報開示請求」を加え、同条に次の１号を加える。

　 　任意代理人が保有特定個人情報開示請求をしようとする場合　前条第３号アに定める書類のうち、２種類

以上のものの写し及び同号イに定めるものの写し

　第６条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報開示決定通知書等）

第 ６条の２　条例第25条の３で準用する条例第18条第１項に規定する書面は、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める通知書とする。

　 　保有特定個人情報の全部を開示する旨の決定をした場合　保有特定個人情報開示決定通知書（様式第３号

の２）

　 　保有特定個人情報の一部を開示する旨の決定をした場合　保有特定個人情報部分開示決定通知書（様式第

４号の２）

　　　　規　　　　　則
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２ 　条例第25条の３で準用する条例第18条第２項に規定する書面は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該

各号に定める通知書とする。

　 　保有特定個人情報の全部を開示しない旨の決定をした場合　保有特定個人情報不開示決定通知書（様式第

５号の２）

　 　保有特定個人情報の存否を明らかにしないで開示しない旨の決定をした場合　保有特定個人情報不開示決

定通知書（存否応答拒否）（様式第６号の２）

　 　保有特定個人情報が記録された公文書を保有していない場合に開示しない旨の決定をした場合　保有特定

個人情報不開示決定通知書（公文書不存在）（様式第７号の２）

　第７条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報開示諾否決定期間の延長通知書等）

第 ７条の２　条例第25条の３で準用する条例第19条第２項に規定する書面は、保有特定個人情報開示諾否決定期

間の延長通知書（様式第８号の２）とする。

２ 　条例第25条の３で準用する条例第20条に規定する書面は、保有特定個人情報開示諾否決定期間の特例延長通

知書（様式第９号の２）とする。

　第８条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報事案移送通知書）

第 ８条の２　条例第25条の３で準用する条例第21条第１項に規定する通知は、保有特定個人情報開示請求事案移

送通知書（様式第10号の２）により行うものとする。

　第９条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報の開示に係る意見照会書等）

第 ９条の２　条例第25条の３で準用する条例第22条第１項及び第２項に規定する実施機関が定める事項は、次に

掲げる事項とする。

　　保有特定個人情報開示請求があった日

　 　条例第25条の３で準用する条例第22条第２項第１号又は第２号の規定の適用の区分及び当該規定を適用す

る理由

　　保有特定個人情報開示請求に係る保有特定個人情報に含まれている当該第三者に関する情報の内容

　　意見書を提出する場合の提出先及び提出期限

２ 　条例第25条の３で準用する条例第22条各項の規定による通知は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める様式により行うものとする。

　 　条例第25条の３で準用する条例第22条第１項の規定による通知　保有特定個人情報の開示に係る意見照会

書（様式第11号の２）

　 　条例第25条の３で準用する条例第22条第２項の規定による通知　保有特定個人情報の開示に係る意見照会

書（様式第12号の２）

　 　条例第25条の３で準用する条例第22条第３項（条例第44条で準用する場合を含む。）の規定による通知　

保有特定個人情報開示決定に係る通知書（様式第13号の２）

　第10条第１項第１号ア中「条例第23条第２項」の次に「（条例第25条の３で準用する場合を含む。）」を加え、

同条第３項中「条例第23条第１項第２号」の次に「（条例第25条の３で準用する場合を含む。）」を加える。

　第11条第１項中「条例第23条」の次に「（条例第25条の３で準用する場合を含む。）」を、「保有個人情報」の次

に「又は保有特定個人情報」を加え、同条第２項中「保有個人情報」の次に「又は保有特定個人情報」を加え

る。

　第12条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報開示請求等の特例）

第 12条の２　知事は、条例第25条の３で準用する条例第24条第１項の規定により口頭による保有特定個人情報開

示請求をすることができる保有特定個人情報を定めたときは、当該保有特定個人情報の内容並びに保有特定個

人情報開示請求を行うことができる期間及び場所を告示するものとする。

２ 　条例第25条の３で準用する条例第24条第２項に規定する実施機関が定める書類は、当該保有特定個人情報の

本人に対して当該保有特定個人情報を取り扱う事務に関して知事が交付した書類であって、本人の氏名が記さ

れているものとする。

３ 　条例第25条の３で準用する条例第24条第３項に規定する実施機関が定める方法は、閲覧又は情報の内容を転

記した書類の交付によるものとする。
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　第13条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報開示決定通知書等の提示）

第 13条の２　条例第33条の２第１項の規定により保有特定個人情報訂正請求をしようとする者は、当該保有特定

個人情報訂正請求が開示を受けた自己の保有特定個人情報に係るものであるときは、保有特定個人情報開示決

定通知書又は保有特定個人情報部分開示決定通知書の写しを提示しなければならない。

　第14条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報訂正請求書）

第 14条の２　条例第33条の３で準用する条例第27条第１項第４号に規定する実施機関が定める事項は、法定代理

人等が保有特定個人情報訂正請求をしようとする場合にあっては、代理の種類及び本人の状況とする。

２ 　条例第33条の３で準用する条例第27条第１項に規定する請求書は、保有特定個人情報訂正請求書（様式第15

号の２）とする。

　第15条の見出しを「（郵送による訂正請求書等の提出）」に改め、同条中「訂正請求」の次に「及び保有特定個

人情報訂正請求」を加え、同条に後段として次のように加える。

　 　この場合において、同条中「開示請求」とあるのは「訂正請求」と、「保有特定個人情報開示請求」とある

のは「保有特定個人情報訂正請求」と、「保有個人情報開示請求書」とあるのは「保有個人情報訂正請求書」

と、「保有特定個人情報開示請求書」とあるのは「保有特定個人情報訂正請求書」と読み替えるものとする。

　第16条第１項第１号及び第２号中「個人情報」を「保有個人情報」に改め、同条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報訂正決定通知書等）

第 16条の２　条例第33条の３で準用する条例第28条第１項に規定する書面は、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める通知書とする。

　 　保有特定個人情報の全部を訂正する旨の決定をした場合　保有特定個人情報訂正決定通知書（様式第16号

の２）

　 　保有特定個人情報の一部を訂正する旨の決定をした場合　保有特定個人情報部分訂正決定通知書（様式第

17号の２）

２ 　条例第33条の３で準用する条例第28条第２項に規定する書面は、保有特定個人情報不訂正決定通知書（様式

第18号の２）とする。

３ 　条例第33条の３で準用する条例第29条に規定する訂正請求の拒否は、保有特定個人情報訂正請求拒否決定通

知書（様式第19号の２）により行うものとする。

　第17条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報訂正諾否決定期間の延長通知書等）

第 17条の２　条例第33条の３で準用する条例第30条第２項に規定する書面は、保有特定個人情報訂正諾否決定期

間の延長通知書（様式第20号の２）とする。

２ 　条例第33条の３で準用する条例第31条に規定する書面は、保有特定個人情報訂正諾否決定期間の特例延長通

知書（様式第21号の２）とする。

　第18条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報訂正請求に係る事案移送通知書）

第 18条の２　条例第33条の３で準用する条例第32条第１項に規定する通知は、保有特定個人情報訂正請求に係る

事案移送通知書（様式第22号の２）により行うものとする。

　第19条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報訂正請求に係る提供先への通知書）

第 19条の２　条例第33条の３で準用する条例第33条に規定する通知は、保有特定個人情報訂正実施通知書（様式

第23号の２）により行うものとする。

　第20条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報利用停止請求書）

第 20条の２　条例第40条の３で準用する条例第35条第１項第４号に規定する実施機関が定める事項は、法定代理

人等が保有特定個人情報利用停止請求をしようとする場合にあっては、代理の種類及び本人の状況とする。

２ 　条例第40条の３で準用する条例第35条第１項に規定する請求書は、保有特定個人情報利用停止請求書（様式

第24号の２）とする。

　第21条中「利用停止請求」の次に「及び保有特定個人情報利用停止請求」を加え、同条に後段として次のよう

に加える。
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　 　この場合において、同条中「開示請求」とあるのは「利用停止請求」と、「保有特定個人情報開示請求」と

あるのは「保有特定個人情報利用停止請求」と、「保有個人情報開示請求書」とあるのは「保有個人情報利用

停止請求書」と、「保有特定個人情報開示請求書」とあるのは「保有特定個人情報利用停止請求書」と読み替

えるものとする。

　第22条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報利用停止決定通知書等）

第 22条の２　条例第40条の３で準用する条例第37条第１項に規定する書面は、保有特定個人情報利用停止決定通

知書（様式第25号の２）とする。

２ 　条例第40条の３で準用する条例第37条第２項に規定する書面は、保有特定個人情報不利用停止決定通知書

（様式第26号の２）とする。

３ 　条例第40条の３で準用する条例第38条に規定する保有特定個人情報利用停止請求の拒否は、保有特定個人情

報利用停止請求拒否決定通知書（様式第27号の２）により行うものとする。

　第23条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報利用停止諾否決定期間の延長通知書等）

第 23条の２　条例第40条の３で準用する条例第39条第２項に規定する書面は、保有特定個人情報利用停止諾否決

定期間の延長通知書（様式第28号の２）とする。

２ 　条例第40条の３で準用する条例第40条に規定する書面は、保有特定個人情報利用停止諾否決定期間の特例延

長通知書（様式第29号の２）とする。

　様式第１号中

「

事務の名称 　　枚中　　枚 　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

事務の名称 　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

基本的事項
□氏名　□識別番号　□本籍・国籍　□住所　□年齢・生年月日　□電話番号

□性別　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

基本的事項

□氏名　□本籍・国籍　□住所　□年齢・生年月日　□電話番号

□性別　□個人番号　□個人番号を除く識別番号

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
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　様式第２号中「開示請求者」を「請求者」に改め、同様式の次に次の１様式を加える。

様式第２号の２（第３条の２関係）
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　様式第３号の次に次の１様式を加える。

様式第３号の２（第６条の２関係）
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　様式第４号の次に次の１様式を加える。

様式第４号の２（第６条の２関係）
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　様式第５号の次に次の１様式を加える。

様式第５号の２（第６条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2865 ─

　様式第６号の次に次の１様式を加える。

様式第６号の２（第６条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2866 ─

　様式第７号の次に次の１様式を加える。

様式第７号の２（第６条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2867 ─

　様式第８号の次に次の１様式を加える。

様式第８号の２（第７条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2868 ─

　様式第９号の次に次の１様式を加える。

様式第９号の２（第７条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2869 ─

　様式第10号の次に次の１様式を加える。

様式第10号の２（第８条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2870 ─

　様式第11号別紙の次に次の１様式を加える。

様式第11号の２（第９条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2871 ─

別紙（様式第11号の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2872 ─

　様式第12号別紙の次に次の１様式を加える。

様式第12号の２（第９条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2873 ─

別紙（様式第12号の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2874 ─

　様式第13号中「第22条第３項又は」及び「第44条において準用する」の次に「同条例」を加え、同様式の次に

次の１様式を加える。

様式第13号の２（第９条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2875 ─

　様式第14号を次のように改める。

様式第14号（第11条関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2876 ─

　様式第15号中「第３項において準用する」の次に「同条例」を加え、「訂正請求者」を「請求者」に改め、同

様式の次に次の１様式を加える。

様式第15号の２（第14条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2877 ─



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2878 ─

　様式第16号の次に次の１様式を加える。

様式第16号の２（第16条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2879 ─

　様式第17号の次に次の１様式を加える。

様式第17号の２（第16条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2880 ─

　様式第18号の次に次の１様式を加える。

様式第18号の２（第16条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2881 ─

　様式第19号の次に次の１様式を加える。

様式第19号の２（第16条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2882 ─

　様式第20号の次に次の１様式を加える。

様式第20号の２（第17条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2883 ─

　様式第21号の次に次の１様式を加える。

様式第21号の２（第17条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2884 ─

　様式第22号の次に次の１様式を加える。

様式第22号の２（第18条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2885 ─

　様式第23号の次に次の１様式を加える。

様式第23号の２（第19条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2886 ─

　様式第24号中「第２項において準用する」の次に「同条例」を加え、「利用停止請求者」を「請求者」に改

め、同様式の次に次の１様式を加える。

様式第24号の２（第20条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2887 ─



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2888 ─

　様式第25号の次に次の１様式を加える。

様式第25号の２（第22条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2889 ─

　様式第26号の次に次の１様式を加える。

様式第26号の２（第22条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2890 ─

　様式第27号中「個人情報」を「保有個人情報」に改め、同様式の次に次の１様式を加える。

様式第27号の２（第22条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2891 ─

　様式第28号の次に次の１様式を加える。

様式第28号の２（第23条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2892 ─

　様式第29号の次に次の１様式を加える。

様式第29号の２（第23条の２関係）
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　　　附　則

　この規則は、平成28年１月１日から施行する。

長崎県告示第1132号

　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行規則（平成26年内閣府・総務省

令第３号。以下「規則」という。）に基づき、次の表の左欄に掲げる規定の同表の中欄に掲げる内容に関して、

個人番号利用事務（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第

27号。以下「法」という。）第２条第10項に規定する個人番号利用事務をいう。）に関する手続に係る個人番号利

用事務実施者（法第２条第12項に規定する個人番号利用事務実施者をいう。以下同じ。）が適当と認める書類、

財務大臣等（規則第１条第３項に規定する財務大臣等をいう。）が適当と認める事項等、個人番号利用事務実施

者が適当と認める事項、個人番号利用事務実施者が認める場合及び個人番号利用事務実施者が適当と認める方法

（以下「個人番号利用事務実施者が適当と認める書類等」という。）を、同表の右欄に掲げるとおり定め、平成

28年１月１日から適用する。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

規定 内　　　容 個人番号利用事務実施者が適当と認める書類等

規則第

１条第

１項第

２号

官公署から発行され、又は発給され

た書類その他これに類する書類で

あって、通知カードに記載された氏

名及び出生の年月日又は住所（以下

「個人識別事項」という。）が記載

され、かつ、写真の表示その他の当

該書類に施された措置によって、当

該書類の提示を行う者が当該個人識

別事項により識別される特定の個人

と同一の者であることを確認するこ

とができるものとして個人番号利用

事務実施者が適当と認めるもの

本人の写真の表示のある身分証明書等（学生証又は法人若しくは

官公署が発行した身分証明書若しくは資格証明書をいう。以下同

じ。）で、個人識別事項の記載があるもの（提示時において有効

なものに限る。以下「写真付身分証明書等」という。）

戦傷病者手帳その他官公署から発行又は発給をされた本人の写真

の表示のある書類で、個人識別事項の記載があるもの（提示時に

おいて有効なものに限る。以下「写真付公的書類」という。）

規則第１条第１項第３号ロに規定する個人番号利用事務等実施者

（以下「個人番号利用事務等実施者」という。）が発行した書類

であって識別符号、暗証符号等による認証により当該書類に電磁

的方法により記録された個人識別事項を認識できるもの（提示時

において有効なものに限る。）

個人番号利用事務等実施者が個人識別事項を印字した上で本人に

交付し、又は送付した書類で、当該個人番号利用事務等実施者に

対して当該書類を使用して提出する場合における当該書類

官公署又は個人番号利用事務等実施者が個人識別事項を印字した

上で本人に交付し、又は送付した書類で、個人番号利用事務等実

施者に対して、申告書、申請書等と併せて提示し、又は提出する

場合の当該書類

規則第

１条第

１項第

３号ロ

官公署又は個人番号利用事務等実施

者から発行され、又は発給された書

類その他これに類する書類であって

個人番号利用事務実施者が適当と認

めるもの（通知カードに記載された

個人識別事項の記載があるものに限

る。）

本人の写真の表示のない身分証明書等で、個人識別事項の記載が

あるもの（提示時において有効なものに限る。以下「写真なし身

分証明書等」という。）

地方税若しくは国税の領収証書、納税証明書又は社会保険料若し

くは公共料金の領収証書で領収日付の押印又は発行年月日及び個

人識別事項の記載があるもの（提示時において領収日付又は発行

年月日が６か月以内のものに限る。以下「地方税等の領収証書

等」という。）

印鑑登録証明書、戸籍の附票の写しその他官公署から発行又は発

給をされた本人の写真の表示のない書類（これらに類するものを

　　　　告　　　　　示
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含む。）で、個人識別事項の記載があるもの（提示時において有

効なもの又は発行され、若しくは発給された日から６か月以内の

ものに限る。以下「写真なし公的書類」という。）

地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する特別徴収に係る納

税義務者に交付する特別徴収の方法によって徴収する旨の通知書

又は特別徴収票その他租税に関する法律又は地方税法その他の地

方税に関する法律に基づく条例に基づいて個人番号利用事務等実

施者が本人に対して交付した書類で個人識別事項の記載があるも

の（以下「本人交付用税務書類」という。）

規則第

１条第

３項第

５号

過去に法第16条の規定により本人確

認の措置を講じた上で受理している

申告書等に記載されている純損失の

金額、雑損失の金額その他当該提供

を行う者が当該提供に係る申告書等

を作成するに当たって必要となる事

項又は考慮すべき事情（以下「事項

等」という。）であって財務大臣等

が適当と認める事項等

修正申告書に記載された修正申告の直前の課税標準額若しくは税

額等又は更正の請求書に記載された更正の請求の直前の課税標準

額若しくは税額等その他これに類する事項

規則第

２条第

２号

官公署から発行され、又は発給され

た書類その他これに類する書類で

あって、行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に

関する法律施行令（平成26年政令第

155号。以下「令」という。）第12条

第１項第１号に掲げる書類に記載さ

れた個人識別事項が記載され、か

つ、写真の表示その他の当該書類に

施された措置によって、当該書類の

提示を行う者が当該個人識別事項に

より識別される特定の個人と同一の

者であることを確認することができ

るものとして個人番号利用事務実施

者が適当と認めるもの

写真付身分証明書等

写真付公的書類

個人番号利用事務等実施者が発行した書類であって識別符号、暗

証符号等による認証により当該書類に電磁的方法により記録され

た個人識別事項を認識できるもの（提示時において有効なものに

限る。）

個人番号利用事務等実施者が個人識別事項を印字した上で本人に

交付し、又は送付した書類で、当該個人番号利用事務等実施者に

対して当該書類を使用して提出する場合における当該書類

官公署又は個人番号利用事務等実施者が個人識別事項を印字した

上で本人に交付し、又は送付した書類で、個人番号利用事務等実

施者に対して、申告書、申請書等と併せて提示し、又は提出する

場合の当該書類

規則第

３条第

１項第

６号

官公署又は個人番号利用事務等実施

者から発行され、又は発給された書

類その他これに類する書類であって

個人番号利用事務実施者が適当と認

めるもの（法第２条第５項に規定す

る個人番号（以下「個人番号」とい

う。）の提供を行う者の個人番号及

び個人識別事項の記載があるものに

限る。）

本人交付用税務書類又は官公署若しくは個人番号利用事務等実施

者が発行又は発給をした書類で個人番号及び個人識別事項の記載

があるもの

自身の個人番号に相違ない旨の本人による申立書（提示時におい

て作成した日から６か月以内のものに限る。）

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律の規定による通知カード及び個人番号カード並びに情報

提供ネットワークシステムによる特定個人情報の提供等に関する

省令（平成26年総務省令第85号）第15条の規定により還付された

通知カード（以下「還付された通知カード」という。）又は同省

令第32条第１項の規定により還付された個人番号カード（以下

「還付された個人番号カード」という。）

規則第

３条第

２項第

２号

官公署又は個人番号利用事務等実施

者から発行され、又は発給された書

類その他これに類する書類であって

個人番号利用事務実施者が適当と認

写真なし身分証明書等

地方税等の領収証書等

写真なし公的書類
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めるもの 本人交付用税務書類

規則第

３条第

４項

本人しか知り得ない事項その他の個

人番号利用事務実施者が適当と認め

る事項

個人番号利用事務等実施者により各人別に付された番号、本人と

の取引、給付等を行う場合において使用している金融機関の口座

番号（本人名義に限る。）、証券番号、直近の取引年月日等の取引

固有の情報等のうちの複数の事項

規則第

３条第

５項

個人識別事項により識別される特定

の個人と同一の者であることが明ら

かであると個人番号利用事務実施者

が認める場合

雇用契約の成立時等に本人であることの確認を行っている雇用関

係その他これに準ずる関係にある者であって、知覚すること等に

より、個人番号の提供を行う者が通知カード若しくは令第12条第

１項第１号に掲げる書類に記載されている個人識別事項又は規則

第３条第１項各号に掲げる措置により確認される個人識別事項に

より識別される特定の個人と同一の者であること（以下「個人番

号の提供を行う者が本人であること」という。）が明らかな場合

所得税法（昭和40年法律第33号）に規定する控除対象配偶者又

は扶養親族その他の親族（以下「扶養親族等」という。）であっ

て、知覚すること等により、個人番号の提供を行う者が本人であ

ることが明らかな場合

過去に本人であることの確認を行っている同一の者から継続して

個人番号の提供を受ける場合で、知覚すること等により、個人番

号の提供を行う者が本人であることが明らかな場合

規則第

４条第

２号ロ

前段

官公署若しくは個人番号利用事務等

実施者から発行され、若しくは発給

された書類その他これに類する書類

であって個人番号利用事務実施者が

適当と認めるもの（当該提供を行う

者の個人番号及び個人識別事項が記

載されているものに限る。）

個人番号カード又は通知カード

還付された個人番号カード又は還付された通知カード

住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第12条第１項に規定する

住民票の写し又は住民票記載事項証明書（以下「住民票の写し又

は住民票記載事項証明書」という。）であって、氏名、出生の年

月日、男女の別、住所及び個人番号が記載されたもの

本人交付用税務書類又は官公署若しくは個人番号利用事務等実施

者が発行若しくは発給をした書類で個人番号及び個人識別事項の

記載があるもの

自身の個人番号に相違ない旨の本人による申立書（提示時におい

て作成した日から６か月以内のものに限る。）

規則第

４条第

２号ロ

後段

個人番号利用事務実施者が適当と認

める方法

個人番号利用事務等実施者の使用に係る電子計算機と個人番号の

提供を行う者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続し

た電子情報処理組織を使用して本人から提供を受ける方法（以下

「個人番号の提供を行う者の使用に係る電子計算機による送信」

という。）

規則第

４条第

２号ニ

個人番号利用事務実施者が適当と認

める方法

地方税手続電子証明書（長崎県行政手続等における情報通信の技

術の利用に関する規則（平成17年長崎県規則第２号。以下「オン

ライン化規則」という。）第２条第２項第３号に規定する電子証

明書（同号アに該当するものを除く。）をいう。以下同じ。）及び

当該地方税手続電子証明書により確認される電子署名（オンライ

ン化規則第２条第１項第２号に規定する電子署名をいう。以下

「電子署名」という。）が行われた当該提供に係る情報の送信を

受けること（個人番号利用事務実施者が提供を受ける場合に限

る。）。

民間電子証明書（電子署名及び認証業務に関する法律（平成12年

法律第102号。以下「電子署名法」という。）第４条第１項に規定

する認定を受けた者が発行し、かつ、その認定に係る業務の用に

供する電子証明書（個人識別事項の記録のあるものに限る。）を
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いう。）及び当該民間電子証明書により確認される電子署名が行

われた当該提供に係る情報の送信を受けること（個人番号関係事

務実施者が提供を受ける場合に限る。）。

個人番号カード、運転免許証、旅券その他官公署又は個人番号利

用事務等実施者から本人に対し一に限り発行され、又は発給をさ

れた書類その他これに類する書類であって、個人識別事項の記載

があるものの提示（提示時において有効なものに限る。）若しく

はその写しの提出を受けること又は個人番号の提供を行う者の使

用に係る電子計算機による送信を受けること。

個人番号関係事務実施者が本人であることの確認を行った上で本

人に対して一に限り発行する識別符号、暗証符号等により認証す

る方法

規則第

６条第

１項第

３号

官公署又は個人番号利用事務等実施

者から本人に対し一に限り発行さ

れ、又は発給された書類その他の本

人の代理人として個人番号の提供を

することを証明するものとして個人

番号利用事務実施者が適当と認める

書類

本人の署名及び押印並びに代理人の個人識別事項の記載及び押印

があるもの（税理士法（昭和26年法律第237号）第２条第１項の

事務を行う者から個人番号の提供を受ける場合を除く。）

個人番号カード、運転免許証、旅券その他官公署又は個人番号利

用事務等実施者から本人に対し一に限り発行され、又は発給をさ

れた書類その他これに類する書類であって、個人識別事項の記載

があるもの（提示時において有効なものに限り、税理士法第２条

第１項の事務を行う者から個人番号の提供を受ける場合を除く。）

規則第

７条第

１項第

２号

官公署から発行され、又は発給され

た書類その他これに類する書類で

あって、令第12条第２項第１号に掲

げる書類に記載された個人識別事項

が記載され、かつ、写真の表示その

他の当該書類に施された措置によっ

て、当該書類の提示を行う者が当該

個人識別事項により識別される特定

の個人と同一の者であることを確認

することができるものとして個人番

号利用事務実施者が適当と認めるも

の

写真付身分証明書等

写真付公的書類

個人番号利用事務等実施者が発行した書類であって識別符号、暗

証符号等による認証により当該書類に電磁的方法により記録され

た個人識別事項を認識できるもの（提示時において有効なものに

限る。）

規則第

７条第

２項

登記事項証明書その他の官公署から

発行され、又は発給された書類及び

現に個人番号の提供を行う者と当該

法人との関係を証する書類その他こ

れらに類する書類であって個人番号

利用事務実施者が適当と認めるもの

（当該法人の商号又は名称及び本店

又は主たる事務所の所在地の記載が

あるものに限る。）

登記事項証明書、印鑑登録証明書その他の官公署から発行又は発

給をされた書類その他これに類する書類であって、当該法人の商

号又は名称及び本店又は主たる事務所の所在地の記載があるもの

（提示時において有効なもの又は発行若しくは発給をされた日

から６か月以内のものに限る。以下「登記事項証明書等」とい

う。）及び社員証その他現に個人番号の提供を行う者と当該法人

との関係を証する書類（以下「社員証等」という。）

地方税等の領収証書等（当該法人の商号又は名称及び本店又は主

たる事務所の所在地の記載があるもので、提示時において領収日

付又は発行年月日が６か月以内のものに限る。以下「法人に係る

地方税等の領収証書等」という。）及び社員証等

規則第

９条第

１項第

２号

官公署又は個人番号利用事務等実施

者から発行され、又は発給された書

類その他これに類する書類であって

個人番号利用事務実施者が適当と認

めるもの

写真なし身分証明書等

地方税等の領収証書等

写真なし公的書類

本人交付用税務書類
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規則第

９条第

３項

本人及び代理人しか知り得ない事項

その他の個人番号利用事務実施者が

適当と認める事項

本人と代理人の関係及び個人番号利用事務等実施者により各人別

に付された番号、本人との取引、給付等を行う場合において使用

している金融機関の口座番号（本人名義に限る。）、証券番号、直

近の取引年月日等の取引固有の情報等のうちの複数の事項

規則第

９条第

４項

令第12条第２項第１号に掲げる書類

に記載されている個人識別事項によ

り識別される特定の個人と同一の者

であることが明らかであると個人番

号利用事務実施者が認める場合

雇用契約の成立時等に本人であることの確認を行っている雇用関

係その他これに準ずる関係にある者であって、知覚すること等に

より、本人の代理人として個人番号を提供する者が令第12条第２

項第１号に掲げる書類に記載されている個人識別事項により識別

される特定の個人と同一の者であること（以下「個人番号の提供

を行う者が本人の代理人であること」という。）が明らかな場合

扶養親族等であって、知覚すること等により、個人番号の提供を

行う者が本人の代理人であることが明らかな場合

過去に本人であることの確認を行っている同一の者から継続して

個人番号の提供を受ける場合で知覚すること等により、個人番号

の提供を行う者が本人の代理人であることが明らかな場合

代理人が法人であって、過去に個人番号利用事務等実施者に対し

規則第７条第２項に定める書類の提示を行っていること等によ

り、個人番号の提供を行う者が本人の代理人であることが明らか

な場合

規則第

９条第

５項第

６号

官公署又は個人番号利用事務等実施

者から発行され、又は発給された書

類その他これに類する書類であって

個人番号利用事務実施者が適当と認

めるもの（本人の個人番号及び個人

識別事項の記載があるものに限る。）

本人交付用税務書類又は官公署若しくは個人番号利用事務等実施

者が発行若しくは発給をした書類で個人番号及び個人識別事項の

記載があるもの

自身の個人番号に相違ない旨の本人による申立書（提示時におい

て作成した日から６か月以内のものに限る。）

還付された個人番号カード又は還付された通知カード

規則第

10条第

１号

本人及び代理人の個人識別事項並び

に本人の代理人として個人番号の提

供を行うことを証明する情報の送信

を受けることその他の個人番号利用

事務実施者が適当と認める方法

本人及び代理人の個人識別事項並びに本人の代理人として個人番

号の提供を行うことを証明する情報の送信を受けること。

オンライン化規則第３条第２項の規定に基づき本人に通知した識

別符号を入力して、当該提供に係る情報の送信を受けること。

規則第

10条第

２号

代理人に係る署名用電子証明書（電

子署名等に係る地方公共団体情報シ

ステム機構の認証業務に関する法律

（平成14年法律第153号。以下「公

的個人認証法」という。）第３条第

１項に規定する署名用電子証明書を

いう。以下同じ。）及び当該署名用

電子証明書により確認される電子署

名が行われた当該提供に係る情報の

送信を受けることその他の個人番号

利用事務実施者が適当と認める方法

代理人に係る署名用電子証明書及び当該署名用電子証明書により

確認される電子署名が行われた当該提供に係る情報の送信を受け

ること（公的個人認証法第17条第４項に規定する署名検証者又は

同条第５項に規定する署名確認者が個人番号の提供を受ける場合

に限る。）。

代理人に係る地方税手続電子証明書及び当該地方税手続電子証明

書により確認される電子署名が行われた当該提供に係る情報の送

信を受けること（個人番号利用事務実施者が提供を受ける場合に

限る。）。

代理人に係る民間電子証明書及び当該民間電子証明書により確認

される電子署名が行われた当該提供に係る情報の送信を受けるこ

と（個人番号関係事務実施者が提供を受ける場合に限る。）。

代理人が法人である場合には、商業登記法（昭和38年法律第125

号）第12条の２第１項及び第３項の規定に基づき登記官が作成し

た電子証明書並びに当該電子証明書により確認される電子署名が

行われた当該提供に係る情報の送信を受けること（個人番号関係

事務実施者が提供を受ける場合に限る。）。

個人番号関係事務実施者が本人であることの確認を行った上で代
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理人に対して一に限り発行する識別符号、暗証符号等により認証

する方法

個人番号カード、運転免許証、旅券その他官公署又は個人番号利

用事務等実施者から代理人に対し一に限り発行され、又は発給を

された書類その他これに類する書類であって、個人識別事項の記

載があるものの提示（提示時において有効なものに限る。）若し

くはその写しの提出を受けること又は個人番号の提供を行う者の

使用に係る電子計算機による送信を受けること。

本人の代理人（当該代理人が法人の場合に限る。）の社員等から

個人番号の提供を受ける場合には、登記事項証明書等及び社員証

等の提示を受けること若しくはその写しの提出を受けること又は

個人番号関係事務実施者の使用に係る電子計算機と個人番号の提

供を行う者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した

電子情報処理組織を使用して提供を受けること（登記事項証明書

等については、過去に当該法人から当該書類の提示等を受けてい

る場合には、当該書類の提示等に代えて過去において提示等を受

けた書類等を確認する方法によることができる。）。

本人の代理人（当該代理人が法人の場合に限る。）の社員等から

個人番号の提供を受ける場合には、法人に係る地方税等の領収証

書等及び社員証等の提示を受けること若しくはその写しの提出を

受けること又は個人番号関係事務実施者の使用に係る電子計算機

と個人番号の提供を行う者の使用に係る電子計算機とを電気通信

回線で接続した電子情報処理組織を使用して提供を受けること

（法人に係る地方税等の領収証書等については、過去に当該法人

から当該書類の提示等を受けている場合には、当該書類の提示等

に代えて過去において提示等を受けた書類等を確認する方法によ

ることができる。）。

本人の代理人（当該代理人が税理士法第48条の２に規定する税理

士法人又は同法第51条第３項の規定により通知している弁護士法

人（以下「税理士法人等」という。）の場合に限る。）に所属する

税理士又は同法第51条第１項の規定により通知している弁護士

（以下「税理士等」という。）から個人番号の提供を受ける場合

には、当該税理士等に係る署名用電子証明書及び当該署名用電子

証明書により確認される電子署名が行われた当該提供に係る情報

を、オンライン化規則第３条第２項の規定に基づき当該代理人又

は当該税理士等に通知した識別符号及び暗証符号を入力して送信

を受ける方法（同法第２条第１項の事務に関し提供を受ける場合

に限る。）

本人の代理人（当該代理人が税理士法人等の場合に限る。）に所

属する税理士等から個人番号の提供を受ける場合には、当該税理

士等に係る地方税手続電子証明書及び当該地方税手続電子証明書

により確認される電子署名が行われた当該提供に係る情報を、オ

ンライン化規則第３条第２項の規定に基づき当該代理人又は当該

税理士等に通知した識別符号及び暗証符号を入力して送信を受け

る方法（同法第２条第１項の事務に関し提供を受ける場合に限

る。）

規則第

10条第

３号ロ

官公署若しくは個人番号利用事務等

実施者から発行され、若しくは発給

された書類その他これに類する書類

本人の個人番号カード又は通知カード

本人の還付された個人番号カード又は還付された通知カード
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前段 であって個人番号利用事務実施者が

適当と認めるもの（本人の個人番号

及び個人識別事項の記載があるもの

に限る。）

本人の住民票の写し又は住民票記載事項証明書であって、氏名、

出生の年月日、男女の別、住所及び個人番号が記載されたもの

本人の本人交付用税務書類又は官公署若しくは個人番号利用事務

等実施者が発行若しくは発給をした書類で個人番号及び個人識別

事項の記載があるもの

本人が記載した自身の個人番号に相違ない旨の本人による申立書

（提示時において作成した日から６か月以内のものに限る。）

規則第

10条第

３号ロ

後段

個人番号利用事務実施者が適当と認

める方法

個人番号の提供を行う者の使用に係る電子計算機による送信を受

けること。

長崎県告示第1133号

　長崎県企画振興部関係補助金等交付要綱（平成23年長崎県告示第456号）の一部を次のように改正し、平成27

年度の予算に係る補助金等から適用する。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

　別表地域づくり推進課関係の表に次のように加える。

10 ＶＩＳＩＴあ

まくさ・しま

ばらプロジェ

クト推進事業

費補助金

島原半島地域の

自立的な発展に

向けた交流人口

の拡大及び地域

資源の活用によ

る地域活性化の

推進に資する。

次に掲げる経費

 　島原半島地域の交流促進の取組に

要する経費

 　島原半島地域の地域活性化の取組

に要する経費

10分の10以内 一般社団法人島

原半島観光連盟

長崎県告示第1134号

　長崎県県民生活部関係補助金等交付要綱（平成19年長崎県告示第369号）の一部を次のように改正し、平成27

年度の予算に係る補助金等から適用する。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

　別表県民協働課関係の表に次のように加える。

２ 長崎県生活困

窮者自立相談

支援事業等補

助金

住民が相互に支

え合う地域づく

りの支援等によ

り、地域社会に

おけるセーフ

ティネット機能

の整備を図る。

地域社会の支えを必要とする要援護者

の自立と就労を支援するための次に掲

げる生涯現役活躍支援事業に要する経

費。ただし、補助対象経費の基準は、

知事が別に定める。

 　地域のインフォーマル活動の機能

強化を図るため、インフォーマル

サービスの持続的な活動環境を整備

し、生涯現役で活躍できる環境づく

りに取り組む事業

 　今後の大規模災害に備え、平常時

の連携体制の構築等を実施する事業

10分の10以内 社会福祉法人等

長崎県告示第1135号

　海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第77号）第４条第７項の規定により、長崎県海洋生
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物資源の保存及び管理に関する計画（平成11年長崎県告示第1268号）の一部を次のとおり変更し、平成28年１月

１日から適用する。なお、同条第10項において準用する同条第５項の規定により公表する。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事 中村　法道　

　長崎県海洋生物資源の保存及び管理に関する計画の一部を次のように変更する。

　２のを削り、２のを２のとし、２のを２のとし、２のの次に次のように加える。

　　第一種特定海洋生物資源の平成28年１月から12月の知事管理量は以下のとおりである。

　【まいわし】

　　　　8,000トン

　【まあじ】

　　　 28,000トン

　３のを削り、３のを３のとし、３のの次に次のように加える。

　 　第一種特定海洋生物資源の平成28年１月から12月の知事管理量の、採捕の種類別に定める数量は以下のと

おりとする。なお、海域別及び期間別の数量は定めない。

　　　また、資源に対する漁獲圧が小さいと認められる漁業種類については、数量を明示しないこととした。

　【まいわし】

　　中型まき網漁業　　7,920トン

　【まあじ】

　　中型まき網漁業　 25,400トン

長崎県告示第1136号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用する同法第18条第１項の規定により、

都市計画を変更したいので、同法第21条第２項の規定において準用する同法第20条第１項の規定により、次のと

おり告示し、同条第２項の規定により、当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。

　　平成27年12月25日

 長崎県　　　　　　　　　　　　　　　

 上記代表者　長崎県知事　中村　法道　

１　都市計画の種類

　　厳原都市計画臨港地区　厳原港臨港地区

２　都市計画を定める土地の区域

　　変更する部分　長崎県対馬市厳原町東里

３　縦覧場所

　　長崎県土木部都市計画課、長崎県対馬振興局及び対馬市役所

長崎県告示第1137号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用する同法第18条第１項の規定により、

都市計画を変更したので、同法第21条第２項の規定において準用する同法第20条第１項の規定により、次のとお

り告示し、同条第２項の規定により、当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。

　　平成27年12月25日

 長崎県　　　　　　　　　　　　　　　

 上記代表者　長崎県知事　中村　法道　

１　都市計画の種類

　　厳原都市計画道路　３・４・１号　国道382号線

２　都市計画を定める土地の区域

　　削除する部分　長崎県対馬市厳原町日吉及び桟原

　　変更する部分　長崎県対馬市厳原町中村及び宮谷

３　縦覧場所

　　長崎県土木部都市計画課、長崎県対馬振興局及び対馬市役所
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長崎県告示第1138号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用する同法第18条第１項の規定により、

都市計画を変更したいので、同法第21条第２項の規定において準用する同法第20条第１項の規定により、次のと

おり告示し、同条第２項の規定により、当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。

　　平成27年12月25日

 長崎県　　　　　　　　　　　　　　　

 上記代表者　長崎県知事　中村　法道　

１　都市計画の種類

　　厳原都市計画道路

　　３・４・７号　厳原豆酘美津島線

　　３・４・９号　久田南線

２　都市計画を定める土地の区域

　　３・４・７号　厳原豆酘美津島線

　　削除する部分　長崎県対馬市厳原町西里及び久田

　　変更する部分　長崎県対馬市厳原町久田道

　　３・４・９号　久田南線

　　追加する部分　長崎県対馬市厳原町久田

３　縦覧場所

　　長崎県土木部都市計画課、長崎県対馬振興局及び対馬市役所

長崎県告示第1139号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用する同法第18条第１項の規定により、

都市計画を変更したので、同法第21条第２項の規定において準用する同法第20条第１項の規定により、次のとお

り告示し、同条第２項の規定により、当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。

　　平成27年12月25日

 長崎県　　　　　　　　　　　　　　　

 上記代表者　長崎県知事　中村　法道　

１　都市計画の種類

　　厳原都市計画道路

　　３・５・２号　臨港線

　　３・５・３号　東浜宮前線

２　都市計画を定める土地の区域

　　３・５・２号　臨港線

　　削除する部分　長崎県対馬市厳原町東里、大手橋及び久田道

　　３・５・３号　東浜宮前線

　　削除する部分　長崎県対馬市厳原町大手橋、田渕、天道茂及び中村

３　縦覧場所

　　長崎県土木部都市計画課、長崎県対馬振興局及び対馬市役所

長崎県告示第1140号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用する同法第18条第１項の規定により、

都市計画を変更したいので、同法第21条第２項の規定において準用する同法第20条第１項の規定により、次のと

おり告示し、同条第２項の規定により、当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。

　　平成27年12月25日

 長崎県　　　　　　　　　　　　　　　

 上記代表者　長崎県知事　中村　法道　

１　都市計画の種類

　　上五島都市計画道路　３・６・３号　奈摩中央線

２　都市計画を定める土地の区域

　　削除する部分　長崎県南松浦郡新上五島町奈摩郷字前田
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　　変更する部分　長崎県南松浦郡新上五島町奈摩郷字石橋

３　縦覧場所

　　長崎県土木部都市計画課、長崎県五島振興局上五島支所及び新上五島町役場

長崎県告示第1141号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用する同法第18条第１項の規定により、

都市計画を変更したので、同法第21条第２項の規定において準用する同法第20条第１項の規定により、次のとお

り告示し、同条第２項の規定により、当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。

　　平成27年12月25日

 長崎県　　　　　　　　　　　　　　　

 上記代表者　長崎県知事　中村　法道　

１　都市計画の種類

　　有川都市計画道路

　　３・５・３号　有川中央線

　　３・６・４号　有川山ノ手線

２　都市計画を定める土地の区域

　　３・５・３号　有川中央線

　　削除する部分　長崎県南松浦郡新上五島町有川郷字浜村、字上原及び字船津

　　変更する部分　長崎県南松浦郡新上五島町有川郷字中筋、字横道及び字江向

　　３・６・４号　有川山ノ手線

　　削除する部分　長崎県南松浦郡新上五島町有川郷字二股川、字江孕、字後牟田、字上村、字外前田、

　　　　　　　　　字長田、字アマヅツミ、字西原、字横道及び字江向

　　変更する部分　長崎県南松浦郡新上五島町有川郷字 口

３　縦覧場所

　　長崎県土木部都市計画課、長崎県五島振興局上五島支所及び新上五島町役場

長崎県告示第1142号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用する同法第18条第１項の規定により、

都市計画を変更したので、同法第21条第２項の規定において準用する同法第20条第１項の規定により、次のとお

り告示し、同条第２項の規定により、当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。

　　平成27年12月25日

 長崎県　　　　　　　　　　　　　　　

 上記代表者　長崎県知事　中村　法道　

１　都市計画の種類

　　有川都市計画道路　３・５・６号　西原線

２　都市計画を定める土地の区域

　　削除する部分　長崎県南松浦郡新上五島町有川郷字江向、字大橋、字横道及び字西原

３　縦覧場所

　　長崎県土木部都市計画課、長崎県五島振興局上五島支所及び新上五島町役場

長崎県告示第1143号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用する同法第18条第１項の規定により、

都市計画を変更したいので、同法第21条第２項の規定において準用する同法第20条第１項の規定により、次のと

おり告示し、同条第２項の規定により、当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。

　　平成27年12月25日

 長崎県　　　　　　　　　　　　　　　

 上記代表者　長崎県知事　中村　法道　

１　都市計画の種類

　　長崎都市計画道路　３・４・403号　吉無田三根線

２　都市計画を定める土地の区域
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　　変更する部分　長崎県西彼杵郡長与町三根郷字井手口、字千石渕及び字山似田

３　縦覧場所

　　長崎県土木部都市計画課、長崎県長崎振興局及び長与町役場

長崎県告示第1144号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び対馬振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類　一般県道

路　線　名　グリーンピアつしま線

道路の区域

区　　　　　　　間
区域変更

前後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　長

（メートル）
備　考

対馬市美津島町雞知字千馬ヶ原乙327番１地先から

対馬市美津島町雞知字千馬ヶ原乙330番４地先まで

前 21.8～63.5 112.9

後 21.2～62.2 112.9

長崎県告示第1145号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び島原振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類　主要地方道

路　線　名　小浜北有馬線

道路の区域

区　　　　　　　間
区域変更

前後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　長

（メートル）
備　考

雲仙市小浜町大亀字床西556番１地先から

南島原市北有馬町乙字善エ門平2463番地先まで

前Ａ 4.2～51.0 3765.1

前Ｂ 5.0～52.5 3753.5

後Ａ 4.2～210.1 3765.1

後Ｂ 5.0～210.1 3753.5

後Ｃ 9.6～143.8 1975.6

長崎県告示第1146号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び島原振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類　一般県道

路　線　名　荒牧尾登線
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道路の区域

区　　　　　　　間
区域変更

前後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　長

（メートル）
備　考

雲仙市南串山町甲5087番７地先から

雲仙市南串山町甲5045番３地先まで

前 3.7～8.2 314.3

後 8.3～11.7 314.0

長崎県告示第1147号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び島原振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類　一般県道

路　線　名　荒牧尾登線

道路の区域

区　　　　　　　間
区域変更

前後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　長

（メートル）
備　考

雲仙市南串山町字板引１番５地先から

雲仙市南串山町字板引１番６地先まで

前 4.9～33.0 73.5

後 4.9～33.0 73.5

長崎県告示第1148号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のとおり開始する。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び島原振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類及び路線名 供用開始の区間 供用開始年月日

一般県道

荒牧尾登線

雲仙市南串山町字板引１番５地先から

雲仙市南串山町字板引１番６地先まで
平成27年12月25日

長崎県告示第1149号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び長崎振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

道路の種類　一般県道

路　線　名　奥ノ平時津線

道路の区域
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区　　　　　　　間
区域変更

前後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　長

（メートル）
備　考

西彼杵郡時津町野田郷字野中1182番４地先内
前 28.4～39.3 18.0

後 35.9～39.3 18.0

西彼杵郡時津町野田郷字堤ノ平1219番１地先から

西彼杵郡時津町野田郷字長谷1311番２地先まで

前 12.4～80.6 257.9

後 12.4～101.0 257.9

長崎県告示第1150号

　公有水面埋立法（大正10年法律第57号）第22条第１項の規定により、次のとおり公有水面埋立ての竣功を認可

した。

　なお、その関係書類を次のとおり閲覧に供する。

　　平成27年12月25日

 比田勝港港湾管理者　長崎県　　　

 代表者　長崎県知事　中村　法道　

１　埋立ての竣功認可の年月日

　　平成27年12月15日

２　竣功認可を受けた者の名称及び所在地並びに代表者の氏名及び住所

　　名　称　長崎県

　　所在地　長崎県長崎市江戸町２番13号

　　代表者の氏名　長崎県知事　中村　法道

　　代表者の住所　長崎県長崎市鳴見台２丁目23番15号

３　埋立区域

　　位置

　　 　長崎県対馬市上対馬町西泊字在所361番イ２から361番イ第１に至り隣接する、長崎県指令58港許第136号

で竣功認可された護岸及び字口ノ網代362番に隣接する里道の地先

　　区域

　　　省略（閲覧図書のとおり）

　　面積

　　　599.28平方メートル

４　埋立地の用途

　　港湾施設用地

５　埋立ての免許の年月日及び番号

　　平成23年９月５日

　　長崎県指令23港許第１号

６　閲覧場所

　　長崎県対馬市上県町佐須奈甲567-３

　　対馬市北部建設事務所

長崎県告示第1151号

　知事の専決処分に属する軽易な事項の指定（昭和22年長崎県告示第440号）の一部を次のように改正する。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。
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改正後 改正前

５ 　法律上県の義務に属する損害賠償（県有自動車

事故によるものを除く。）で、その額が１件につ

き、100万円の範囲内で損害賠償の額を定めること。

６及び７　略

８ 　議会の議決を経た工事又は製造の請負契約につ

いて、当該議決に係る契約金額を5,000万円の範囲

内において変更すること。

５及び６　略

　　　特定非営利活動法人の設立の認証申請（公告）

　特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条第１項の規定による設立の認証申請があったので、その

関係書類を次のとおり縦覧に供する。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

１　申請のあった年月日　平成27年12月９日

２ 　申請に係る特定非営利活動法人の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地並びにその定款に記載され

た目的

　　名称　特定非営利活動法人　わくわくふぁーむ

　　代表者の氏名　福島　肇

　　主たる事務所の所在地　長崎市本河内１丁目６番４号

　　定款に記載された目的

　　 　この法人は、広く一般市民と農家に対して、農作物の栽培と販売を通じた農業の普及、援農ボランティア

及び農業ヘルパーの育成、農業ヘルパーの受託に関する事業を行い、食料供給・環境保全・雇用機会の拡充

など、農業の活性化に寄与することを目的とする。

３　縦覧の場所及び期間

　　縦覧の場所

　　　長崎市江戸町２番13号　長崎県県民生活部県民協働課

　　縦覧の期間　申請書を受理した日から２月間

　　　特定非営利活動法人の設立の認証申請（公告）

　特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条第１項の規定による設立の認証申請があったので、その

関係書類を次のとおり縦覧に供する。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

１　申請のあった年月日　平成27年12月11日

２ 　申請に係る特定非営利活動法人の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地並びにその定款に記載され

た目的

　　名称　特定非営利活動法人　学童クラブ　レインボーハウス

　　代表者の氏名　田端　美佳

　　主たる事務所の所在地　長崎市新大工町４番10-201号

　　定款に記載された目的

　　 　この法人は、学童保育を必要とする児童に対して、放課後児童健全育成に関する事業を行い、児童の健全

な育成に寄与することを目的とする。

３　縦覧の場所及び期間

　　縦覧の場所

　　　　公　　　　　告
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　　　長崎市江戸町２番13号　長崎県県民生活部県民協働課

　　縦覧の期間　申請書を受理した日から２月間

　　　特定非営利活動法人の定款の変更の認証申請（公告）

　特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第25条第４項の規定による定款の変更の認証申請があったの

で、その関係書類を次のとおり縦覧に供する。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

１　申請のあった年月日　平成27年12月４日

２ 　申請に係る特定非営利活動法人の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地並びにその定款に記載され

た目的

　　名称　特定非営利活動法人　のどか

　　代表者の氏名　針本　茂子

　　主たる事務所の所在地　五島市福江町1058番地５

　　定款に記載された目的

　　 　この法人は、障害者（児）、高齢者に対して、地域で自立した生活を営んでいくために必要な事業を行

い、福祉の増進を図り、社会全体の利益の増進に寄与することを目的とする。

３　縦覧の場所及び期間

　　縦覧の場所

　　　長崎市江戸町２番13号　長崎県県民生活部県民協働課

　　　五島市福江町７番１号　五島振興局管理部総務課

　　縦覧の期間  申請書を受理した日から２月間

　　　大規模小売店舗の新設の届出（公告）

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第５条第１項の規定により次のとおり大

規模小売店舗の新設の届出があったので、同条第３項の規定により関係書類を縦覧に供する。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

１　届出の概要

　　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　　（仮称）ドラッグコスモス川棚店・グリーン東彼新鮮市場

　　　長崎県東彼杵郡川棚町下組字潟開1961-２、1961-３、2041-２、2042-２

　　届出者の氏名又は名称及び住所

　　　株式会社　コスモス薬品　代表取締役　宇野　正晃

　　　福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目十番一号　第一福岡ビルＳ館四階

　　　長崎県央農業協同組合　代表理事組合長　西山　洋一郎

　　　長崎県諫早市栗面町174番地１

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　　株式会社　コスモス薬品　代表取締役　宇野　正晃

　　　福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目十番一号　第一福岡ビルＳ館四階

　　　長崎県央農業協同組合　代表理事組合長　西山　洋一郎

　　　長崎県諫早市栗面町174番地１

　　大規模小売店舗の新設をする日

　　　平成28年８月９日

　　大規模小売店舗内の店舗面積の合計

　　　1,961.5平方メ－トル

　　大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

　　ア　駐車場の位置及び収容台数

　　　　敷地東側　　　80台

　　イ　駐輪場の位置及び収容台数
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　　　　敷地中央　　　10台

　　　　敷地東側　　　10台　　計20台

　　ウ　荷さばき施設の位置及び面積

　　　　建物西側　　　27.0平方メ－トル

　　　　建物北東側　　50.0平方メートル　　計77.0平方メートル

　　エ　廃棄物等の保管施設の位置及び容量

　　　　ドラッグコスモス建物内西側　　9.00立方メートル

　　　　新鮮市場建物内北東側　　　　　0.91立方メートル　　計9.91立方メートル

　　大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

　　ア　大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻

　　　　株式会社　コスモス薬品　　　午前10時から午後10時

　　　　長崎県央農業協同組合　　　　午前７時30分から午後６時

　　イ　来客が駐車場を利用することができる時間帯

　　　　午前７時から午後10時30分

　　ウ　駐車場の自動車の出入口の数及び位置

　　　　敷地北東側　１箇所

　　　　敷地東側　　１箇所

　　　　敷地南西側　１箇所　　計３箇所

　　エ　荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

　　　　建物西側　　24時間

　　　　建物北東側　午前６時から午後10時

２　届出年月日

　　平成27年12月８日

３　関係書類の縦覧

　　縦覧期間

　　　公告の日から４月間

　　縦覧場所

　　　長崎県産業労働部商務金融課、長崎県県北振興局商工水産部商工労政課及び川棚町地域政策課

４　その他

　 　法第８条第２項の規定により意見を述べようとする者は、縦覧期間満了の日までに、意見の内容及びその理

由並びに氏名又は名称及び住所又は所在地を記載した意見書を長崎県産業労働部商務金融課に提出しなければ

ならない。

　　　大規模小売店舗立地法に基づく市町村の意見（公告）

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第５条第１項の届出に対し、同法第８条

第１項の規定に基づく意見書の提出があったので、同法第８条第３項の規定により公告するとともに縦覧に供す

る。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　ホームセンターユートク高来店

　　長崎県諫早市高来町峰468-106

２　届出の概要

　　届出者の氏名又は名称及び住所

　　　祐徳自動車株式会社　代表取締役社長　愛野 時興

　　　佐賀県鹿島市大字高津原4078番地

　　大規模小売店舗の新設

　　　大規模小売店舗内の店舗面積の合計 1,230.12平方メ－トル

３　意見書の概要

　　意見書を提出した者
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　　　諫早市長　宮本　明雄

　　意見書の内容

　　　意見なし

４　関係書類の縦覧

　　縦覧期間

　　　公告の日から１月間

　　縦覧場所

　　　長崎県産業労働部商務金融課、諫早市商工振興部商工観光課

　　　測量の実施（公告）

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条の規定において準用する同法第14条第１項の規定により、諫早市長か

ら公共測量（水準測量）を次のとおり実施する旨の通知があった。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

公共測量実施の地域及び期間

地　　　　　域 期　　　　　間

諫早市の一部（小野・長田地区外）
平成28年１月６日から

平成28年３月31日まで

　　　測量の終了（公告）

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条の規定において準用する同法第14条第２項の規定により、長崎市長か

ら公共測量（２級基準点移転）を次のとおり終了した旨の通知があった。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

公共測量終了の地域及び終了日

地　　　　　域 終　了　日

長崎市東出津町 平成27年11月20日

　　　都市計画の図書の縦覧（公告）

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用する同法第20条第１項の規定による都

市計画の図書の写しの送付を受けたので、同法第21条第２項の規定において準用する同法第20条第２項の規定に

より、次のとおり公衆の縦覧に供する。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

１　都市計画の種類

　　長崎都市計画下水道（諫早市決定）

２　縦覧場所

　　長崎県土木部都市計画課及び長崎県県央振興局

　　　都市計画の図書の縦覧（公告）

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用する同法第20条第１項の規定による都

市計画の図書の写しの送付を受けたので、同法第21条第２項の規定において準用する同法第20条第２項の規定に

より、次のとおり公衆の縦覧に供する。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　
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１　都市計画の種類

　　長崎都市計画地区計画　グリーンヒルズいさはや西部台地区計画（諫早市決定）

２　縦覧場所

　　長崎県土木部都市計画課及び長崎県県央振興局

　　　都市計画事業の事業計画の変更認可（公告）

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第２項の規定において準用する同法第62条第１項の規定による島

原都市計画道路事業の事業計画の変更認可の告示が平成27年12月14日付け九州地方整備局告示第150号をもって

なされたので、同法第66条の規定に基づき次のとおり公告する。

　　平成27年12月25日

 長崎県知事　中村　法道　

１　都市計画事業の種類及び名称

　　平成26年九州地方整備局告示第202号

　　島原都市計画道路事業　３・４・８号新山本町線

２　施行者の名称

　　長崎県

３　事務所の所在地

　　主たる事務所　長崎県土木部都市計画課

　　従たる事務所　長崎県島原振興局

４　事業地

　　収用の部分　 平成26年九州地方整備局告示第202号の事業地のうち長崎県島原市上の原一丁目、上の原二丁

目、上の原三丁目、萩原三丁目及び萩が丘二丁目地内において事業地を変更する。

　　使用の部分　なし

長崎県議会告示第１号

　平成27年12月18日執行の長崎県選挙管理委員及び補充員の選挙における当選人は次のとおりである。

　　平成27年12月25日

 長崎県議会議長　田中　愛国　

委　員　堀江　憲二

委　員　永淵　勝幸

委　員　葺本　昭晴

委　員　橋本　希俊

補充員　蒲池　芳明

補充員　髙比良　末男

補充員　伊東　譲二

補充員　大谷　英也

　長崎県立学校管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成27年12月25日

 長崎県教育委員会教育長　池松　誠二　

長崎県教育委員会規則第８号

　　　長崎県立学校管理規則の一部を改正する規則

　長崎県立学校管理規則（昭和51年長崎県教育委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。

　別表第１イ特別支援学校の表中長崎県立長崎特別支援学校の項を

　　　　議　会　告　示

　　　　教育委員会規則
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長崎県立長崎特別支援学校 長崎市 肢体不自由 小学部

に改める。中学部

高等部 普通科

　　　附　則

　この規則は、平成28年４月１日から施行する。

長崎県公安委員会告示第36号

　運転免許取得者教育の認定に関する規則（平成12年国家公安委員会規則第４号）第７条第１項の規定により、

指定を受けた者から次のとおり変更の届出があったので、同条第２項の規定により公示する。

　　平成27年12月25日

 長崎県公安委員会委員長　坂井　俊之　

名称及び住所並びに代表者の氏名

変　更　後 変　更　前

佐世保中央自動車学校経営委員会

長崎県佐世保市沖新町５番10号

　川原　道明

佐世保中央自動車学校経営委員会

長崎県佐世保市沖新町５番10号

　川添　忠彦

長崎県公安委員会告示第37号

　指定講習機関に関する規則（平成２年国家公安委員会規則第１号）第４条第１項の規定により、指定を受けた

者から次のとおり変更の届出があったので、同条第２項の規定により公示する。

　　平成27年12月25日

 長崎県公安委員会委員長　坂井　俊之　

名称及び住所並びに代表者の氏名

変　更　後 変　更　前

佐世保中央自動車学校経営委員会

長崎県佐世保市沖新町５番10号

　川原　道明

佐世保中央自動車学校経営委員会

長崎県佐世保市沖新町５番10号

　川添　忠彦

平成27年長崎県北部海区漁業調整委員会指示第１号

　長崎県北部海区におけるイカナゴ（カナギ）まき餌釣漁業について、漁業法（昭和24年法律第267号）第67条

第１項の規定に基づき、次のとおり制限する。

　　平成27年12月25日

 長崎県北部海区漁業調整委員会会長　森　隆俊　

１　制限区域

　　次の区域においてはイカナゴ（カナギ）まき餌釣漁業を行ってはならない。

　　 　ただし、共同漁業権北共第53号、同第54号、同第55号及び同第56号の区域（壱岐市名島地先、上イズミ、

下イズミ地先及び七里ヶ曽根下の瀬地先）を除く。

　　　　公安委員会告示

　　　　長崎県北部海区漁業調整委員会指示
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　　ア 　佐世保市高後崎から以北の佐世保市、平戸市、松浦市、長崎県北松浦郡及び壱岐市における共同漁業権

の区域並びに各共同漁業権の外郭から沖出し2,000メートルの線により囲まれた区域

　　イ 　共同漁業権北共第35号（佐世保市宇久町地先）、同第37号、同第41号及び同第42号（小値賀町地先）の

外郭から2,000メートルの線と、佐世保市宇久町火焚崎西端から270度の線とによって囲まれた区域

　　ウ 　共同漁業権北共第34号（平戸市生月町地先）、同第30号（平戸市獅子町別当曽根地先）、同第28号（平戸

市堤町地先）、同第27号（平戸市津吉町地先）及び同第26号（平戸市早福町上阿値賀島地先）の外郭から

沖出し2,000メートルの線と、平戸市生月町壱部テイ崎西端と、平戸市早福町上阿値賀島西端とを結ぶ線

とによって囲まれた区域

　 　次の区域においては、イカナゴ（カナギ）まき餌釣漁業のうちカカリ釣り（碇止め漁法）を行ってはなら

ない。

　　ア 　共同漁業権北共第43号（壱岐市勝本町地先）、同第50号（壱岐市郷ノ浦町地先）の外郭から沖出し2,000

メートルの線と、同じく5,000メートルの線、並びに壱岐市郷ノ浦町萩崎西端から270度の線及び壱岐市勝

本町、芦辺町の境界点（和合の浜）から０度の線によって囲まれた区域

　　イ 　共同漁業権北共第36号（佐世保市宇久町黒母瀬）、同第35号（佐世保市宇久町地先）の外郭から沖出し

2,000メートルの線と、同じく5,000メートルの線、及び佐世保市宇久町五島崎西端から272度の線と同市同

町火焚崎西端から270度の線並びに共同漁業権北共第42号（小値賀町地先）の外郭から沖出し2,000メート

ルの線と佐世保市宇久町黒母瀬の中心点と平戸市早福町上阿値賀島南端を結んだ線によって囲まれた区域

２　制限期間　　平成28年１月１日から平成30年12月31日まで

　長崎県病院企業団個人情報保護条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成27年12月25日

 長崎県病院企業団企業長　米倉　正大　

長崎県病院企業団規則第３号

　　　長崎県病院企業団個人情報保護条例施行規則の一部を改正する規則

　長崎県病院企業団個人情報保護条例施行規則（平成22年長崎県病院企業団規則第２号）の一部を次のように改

正する。

　第３条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報開示請求書）

第 ３条の２　条例第23条の３で準用する条例第11条第１項第３号に規定する実施機関が定める事項は、次に掲げ

る事項とする。

　 　法定代理人又は本人の委任による代理人（以下「法定代理人等」という。）が法人の場合にあっては、法

人の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名

　　保有特定個人情報開示請求をしようとする者の連絡先

　 　条例第23条の３で準用する条例第21条第１項に規定する開示の方法のうち、保有特定個人情報開示請求を

しようとする者が求める開示の方法

　　法定代理人等が保有特定個人情報開示請求をしようとする場合にあっては、代理の種類及び本人の状況

２ 　条例第23条の３で準用する条例第11条第１項に規定する請求書は、保有特定個人情報開示請求書（様式第２

号の２）によるものとする。

　第４条の見出しを「（本人等の確認等に必要な書類）」に改め、同条中「条例第21条第３項」の次に「、第23条

の３」を加え、「、第25条第３項」の次に「、第31条の３」を加え、「及び第33条第２項」を「、第33条第２項及

び第38条の３」に、「法定代理人」を「法定代理人等」に改め、同条第１号中及び第２号中「開示請求」の次に

「又は保有特定個人情報開示請求」を加え、「とき」を「場合」に改め、同号イ中「企業長が認めるもの」の次

に「（開示請求又は保有特定個人情報開示請求をする日前30日以内に作成されたものに限る。）」を加え、同条に

次の１号を加える。

　 　本人の委任による代理人（以下「任意代理人」という。）が保有特定個人情報開示請求をする場合　次に

掲げる書類

　　ア　当該任意代理人に係る第１号に掲げる書類

　　　　長崎県病院企業団規則
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　　イ 　本人の押印がある委任状及びその押印した印鑑に係る印鑑登録証明書（市区町村長（特別区の区長を含

む。）が証明したものに限り、かつ、保有特定個人情報開示請求をする日前30日以内に作成されたものに

限る。）

　第５条の見出しを「（郵送による開示請求書等の提出）」に改め、同条中「条例第11条第１項」の次に「又は第

23条の２第１項」を、「開示請求」の次に「又は保有特定個人情報開示請求」を、「保有個人情報開示請求書」の

次に「又は保有特定個人情報開示請求書」を加え、同条第１号及び第２号中「開示請求」の次に「又は保有特定

個人情報開示請求」を加え、同条に次の１号を加える。

　 　任意代理人が保有特定個人情報開示請求をしようとする場合　前条第３号アに定める書類のうち、２種類

以上のものの写し及び同号イに定めるものの写し

　第６条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報開示決定通知書等）

第 ６条の２　条例第23条の３で準用する条例第16条第１項に規定する書面は、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める通知書とする。

　 　保有特定個人情報の全部を開示する旨の決定をした場合　保有特定個人情報開示決定通知書（様式第３号

の２）

　 　保有特定個人情報の一部を開示する旨の決定をした場合　保有特定個人情報部分開示決定通知書（様式第

４号の２）

２ 　条例第23条の３で準用する条例第16条第２項に規定する書面は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該

各号に定める通知書とする。

　 　保有特定個人情報の全部を開示しない旨の決定をした場合　保有特定個人情報不開示決定通知書（様式第

５号の２）

　 　保有特定個人情報の存否を明らかにしないで開示しない旨の決定をした場合　保有特定個人情報不開示決

定通知書（存否応答拒否）（様式第６号の２）

　 　保有特定個人情報が記録された公文書を保有していない場合に開示しない旨の決定をした場合　保有特定

個人情報不開示決定通知書（公文書不存在）（様式第７号の２）

　第７条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報開示諾否決定期間の延長通知書等）

第 ７条の２　条例第23条の３で準用する条例第17条第２項に規定する書面は、保有特定個人情報開示諾否決定期

間の延長通知書（様式第８号の２）とする。

２ 　条例第23条の３で準用する条例第18条に規定する書面は、保有特定個人情報開示諾否決定期間の特例延長通

知書（様式第９号の２）とする。

　第８条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報事案移送通知書）

第 ８条の２　条例第23条の３で準用する条例第19条第１項に規定する通知は、保有特定個人情報開示請求事案移

送通知書（様式第10号の２）により行うものとする。

　第９条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報の開示に係る意見照会書等）

第 ９条の２　条例第23条の３で準用する条例第20条第１項及び第２項に規定する実施機関が定める事項は、次に

掲げる事項とする。

　　保有特定個人情報開示請求があった日

　 　条例第23条の３で準用する条例第20条第２項第１号又は第２号の規定の適用の区分及び当該規定を適用す

る理由

　　保有特定個人情報開示請求に係る保有特定個人情報に含まれている当該第三者に関する情報の内容

　　意見書を提出する場合の提出先及び提出期限

２ 　条例第23条の３で準用する条例第20条各項の規定による通知は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める様式により行うものとする。

　 　条例第23条の３で準用する条例第20条第１項の規定による通知　保有特定個人情報の開示に係る意見照会

書（様式第11号の２）

　 　条例第23条の３で準用する条例第20条第２項の規定による通知　保有特定個人情報の開示に係る意見照会

書（様式第12号の２）
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　 　条例第23条の３で準用する条例第20条第３項（条例第41条で準用する場合を含む。）の規定による通知　

保有特定個人情報開示決定に係る通知書（様式第13号の２）

　第10条第１項第１号ア中「条例第21条第２項」の次に「（条例第23条の３で準用する場合を含む。）」を加え、

同条第３項中「条例第21条第１項第２号」の次に「（条例第23条の３で準用する場合を含む。）」を加える。

　第11条第１項中「条例第23条」の次に「（条例第23条の３で準用する場合を含む。）」を、「保有個人情報」の次

に「又は保有特定個人情報」を加え、同条第２項中「保有個人情報」の次に「又は保有特定個人情報」を加える。

　第12条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報開示請求等の特例）

第 12条の２　企業長は、条例第23条の３で準用する条例第22条第１項の規定により口頭による保有特定個人情報

開示請求をすることができる保有特定個人情報を定めたときは、当該保有特定個人情報の内容並びに保有特定

個人情報開示請求を行うことができる期間及び場所を告示するものとする。

２ 　条例第23条の３で準用する条例第22条第２項に規定する実施機関が定める書類は、当該保有特定個人情報の

本人に対して当該保有特定個人情報を取り扱う事務に関して企業長が交付した書類であって、本人の氏名が記

されているものとする。

３ 　条例第23条の３で準用する条例第22条第３項に規定する実施機関が定める方法は、閲覧又は情報の内容を転

記した書類の交付によるものとする。

　第13条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報開示決定通知書等の提示）

第 13条の２　条例第31条の２第１項の規定により保有特定個人情報訂正請求をしようとする者は、当該保有特定

個人情報訂正請求が開示を受けた自己の保有特定個人情報に係るものであるときは、保有特定個人情報開示決

定通知書又は保有特定個人情報部分開示決定通知書の写しを提示しなければならない。

　第14条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報訂正請求書）

第 14条の２　条例第31条の３で準用する条例第25条第１項第４号に規定する実施機関が定める事項は、法定代理

人等が保有特定個人情報訂正請求をしようとする場合にあっては、代理の種類及び本人の状況とする。

２ 　条例第31条の３で準用する条例第25条第１項に規定する請求書は、保有特定個人情報訂正請求書（様式第15

号の２）とする。

　第15条の見出しを「（郵送による訂正請求書等の提出）」に改め、同条中「訂正請求」の次に「及び保有特定個

人情報訂正請求」を加え、同条に後段として次のように加える。

　この場合において、同条中「開示請求」とあるのは「訂正請求」と、「保有特定個人情報開示請求」とあるの

は「保有特定個人情報訂正請求」と、「保有個人情報開示請求書」とあるのは「保有個人情報訂正請求書」と、

「保有特定個人情報開示請求書」とあるのは「保有特定個人情報訂正請求書」と読み替えるものとする。

　第16条第１項第１号及び第２号中「個人情報」を「保有個人情報」に改め、同条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報訂正決定通知書等）

第 16条の２　条例第31条の３で準用する条例第26条第１項に規定する書面は、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める通知書とする。

　 　保有特定個人情報の全部を訂正する旨の決定をした場合　保有特定個人情報訂正決定通知書（様式第16号

の２）

　 　保有特定個人情報の一部を訂正する旨の決定をした場合　保有特定個人情報部分訂正決定通知書（様式第

17号の２）

２ 　条例第31条の３で準用する条例第26条第２項に規定する書面は、保有特定個人情報不訂正決定通知書（様式

第18号の２）とする。

３ 　条例第31条の３で準用する条例第27条に規定する訂正請求の拒否は、保有特定個人情報訂正請求拒否決定通

知書（様式第19号の２）により行うものとする。

　第17条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報訂正諾否決定期間の延長通知書等）

第 17条の２　条例第31条の３で準用する条例第28条第２項に規定する書面は、保有特定個人情報訂正諾否決定期

間の延長通知書（様式第20号の２）とする。

２ 　条例第31条の３で準用する条例第29条に規定する書面は、保有特定個人情報訂正諾否決定期間の特例延長通

知書（様式第21号の２）とする。
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　第18条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報訂正請求に係る事案移送通知書）

第 18条の２　条例第31条の３で準用する条例第30条第１項に規定する通知は、保有特定個人情報訂正請求に係る

事案移送通知書（様式第22号の２）により行うものとする。

　第19条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報訂正請求に係る提供先への通知書）

第 19条の２　条例第31条の３で準用する条例第31条に規定する通知は、保有特定個人情報訂正実施通知書（様式

第23号の２）により行うものとする。

　第20条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報利用停止請求書）

第 20条の２　条例第38条の３で準用する条例第33条第１項第４号に規定する実施機関が定める事項は、法定代理

人等が保有特定個人情報利用停止請求をしようとする場合にあっては、代理の種類及び本人の状況とする。

２ 　条例第38条の３で準用する条例第33条第１項に規定する請求書は、保有特定個人情報利用停止請求書（様式

第24号の２）とする。

　第21条中「利用停止請求」の次に「及び保有特定個人情報利用停止請求」を加え、同条に後段として次のよう

に加える。

　この場合において、同条中「開示請求」とあるのは「利用停止請求」と、「保有特定個人情報開示請求」とあ

るのは「保有特定個人情報利用停止請求」と、「保有個人情報開示請求書」とあるのは「保有個人情報利用停止

請求書」と、「保有特定個人情報開示請求書」とあるのは「保有特定個人情報利用停止請求書」と読み替えるも

のとする。

　第22条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報利用停止決定通知書等）

第 22条の２　条例第38条の３で準用する条例第35条第１項に規定する書面は、保有特定個人情報利用停止決定通

知書（様式第25号の２）とする。

２ 　条例第38条の３で準用する条例第35条第２項に規定する書面は、保有特定個人情報不利用停止決定通知書

（様式第26号の２）とする。

３ 　条例第38条の３で準用する条例第36条に規定する保有特定個人情報利用停止請求の拒否は、保有特定個人情

報利用停止請求拒否決定通知書（様式第27号の２）により行うものとする。

　第23条の次に次の１条を加える。

　（保有特定個人情報利用停止諾否決定期間の延長通知書等）

第 23条の２　条例第38条の３で準用する条例第37条第２項に規定する書面は、保有特定個人情報利用停止諾否決

定期間の延長通知書（様式第28号の２）とする。

２ 　条例第38条の３で準用する条例第38条に規定する書面は、保有特定個人情報利用停止諾否決定期間の特例延

長通知書（様式第29号の２）とする。

　様式第１号中

「

事務の名称 　　枚中　　枚 　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

事務の名称 　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

基本的事項
□氏名　□識別番号　□本籍・国籍　□住所　□年齢・生年月日　□電話番号

□性別　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

基本的事項

□氏名　□本籍・国籍　□住所　□年齢・生年月日　□電話番号

□性別　□個人番号　□個人番号を除く識別番号

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
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　様式第２号中「開示請求者」を「請求者」に改め、同様式の次に次の１様式を加える。

様式第２号の２（第３条の２関係）
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　様式第３号の次に次の１様式を加える。

様式第３号の２（第６条の２関係）
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　様式第４号の次に次の１様式を加える。

様式第４号の２（第６条の２関係）
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　様式第５号の次に次の１様式を加える。

様式第５号の２（第６条の２関係）
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　様式第６号の次に次の１様式を加える。

様式第６号の２（第６条の２関係）
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　様式第７号の次に次の１様式を加える。

様式第７号の２（第６条の２関係）
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　様式第８号の次に次の１様式を加える。

様式第８号の２（第７条の２関係）
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　様式第９号の次に次の１様式を加える。

様式第９号の２（第７条の２関係）
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　様式第10号の次に次の１様式を加える。

様式第10号の２（第８条の２関係）
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　様式第11号別紙の次に次の１様式を加える。

様式第11号の２（第９条の２関係）
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別紙（様式第11号の２関係）
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　様式第12号別紙の次に次の１様式を加える。

様式第12号の２（第９条の２関係）
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別紙（様式第12号の２関係）
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　様式第13号中「第20条第３項又は」及び「第41条において準用する」の次に「同条例」を加え、同様式の次に

次の１様式を加える。

様式第13号の２（第９条の２関係） 
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　様式第14号を次のように改める。

様式第14号（第11条関係）
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　様式第15号中「第３項において準用する」の次に「同条例」を加え、「訂正請求者」を「請求者」に改め、同

様式の次に次の１様式を加える。

様式第15号の２（第14条の２関係）
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　様式第16号の次に次の１様式を加える。

様式第16号の２（第16条の２関係）
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　様式第17号の次に次の１様式を加える。

様式第17号の２（第16条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2936 ─

　様式第18号の次に次の１様式を加える。

様式第18号の２（第16条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2937 ─

　様式第19号の次に次の１様式を加える。

様式第19号の２（第16条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2938 ─

　様式第20号の次に次の１様式を加える。

様式第20号の２（第17条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2939 ─

　様式第21号の次に次の１様式を加える。

様式第21号の２（第17条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2940 ─

　様式第22号の次に次の１様式を加える。

様式第22号の２（第18条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2941 ─

　様式第23号の次に次の１様式を加える。

様式第23号の２（第19条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2942 ─

　様式第24号中「第２項において準用する」の次に「同条例」を加え、「利用停止請求者」を「請求者」に改

め、同様式の次に次の１様式を加える。

様式第24号の２（第20条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2943 ─



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2944 ─

　様式第25号の次に次の１様式を加える。

様式第25号の２（第22条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2945 ─

　様式第26号の次に次の１様式を加える。

様式第26号の２（第22条の２関係） 



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2946 ─

　様式第27号中「個人情報」を「保有個人情報」に改め、同様式の次に次の１様式を加える。

様式第27号の２（第22条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2947 ─

　様式第28号の次に次の１様式を加える。

様式第28号の２（第23条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2948 ─

　様式第29号の次に次の１様式を加える。

様式第29号の２（第23条の２関係）



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2949 ─

　　　附　則

　この規則は、平成28年１月１日から施行する。



平成27年12月25日　金曜日 第10492号長 崎 県 公 報

─ 2950 ─
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